
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成22年８月６日

【四半期会計期間】 第82期第１四半期（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

【会社名】 ダイダン株式会社

【英訳名】 DAI－DAN CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長　　菅谷　節

【本店の所在の場所】 大阪市西区江戸堀１丁目９番25号

【電話番号】 大阪(06)6447局8003番

【事務連絡者氏名】 業務本部経理部長　　池田　隆之

【最寄りの連絡場所】 大阪市西区江戸堀１丁目９番25号

【電話番号】 大阪(06)6447局8003番

【事務連絡者氏名】 業務本部経理部長　　池田　隆之

【縦覧に供する場所】 ダイダン株式会社　東京本社

（東京都千代田区富士見２丁目15番10号）

ダイダン株式会社　名古屋支社

（名古屋市東区東桜１丁目１番10号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

ダイダン株式会社(E00194)

四半期報告書

 1/23



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第82期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第81期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

完成工事高（百万円） 23,321 21,114 116,275

経常利益又は

経常損失（△）（百万円）　
△167 △751 3,108

四半期純損失（△）又は

当期純利益（百万円）
△177 △684 909

純資産額（百万円） 41,088 40,481 41,844

総資産額（百万円） 91,823 89,859 98,873

１株当たり純資産額（円） 918.92 903.82 934.29

１株当たり四半期純損失金額(△)又は当期純利益金額（円） △3.97 △15.32 20.34

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 44.7 45.0 42.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
4,046 2,240 3,859

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△478 △153 △592

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,251 △651 △2,017

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 29,980 31,300 29,936

従業員数（人） 1,436 1,436 1,402

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．完成工事高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,436(391)

（注）１　従業員数は、就業人員であり、執行役員は含んでおりません。

２　臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人数を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,368(388)

（注）１　従業員数は、就業人員であり、執行役員は含んでおりません。

２　臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人数を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループが営んでいる事業である設備工事業では、生産実績を定義することが困難であります。また、請負形態

をとっているため、販売実績という定義は実態に即しておりません。

　よって、受注及び完成工事の状況については「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」にお

いて記載しております。

　参考のため、当社単独の事業の状況は次のとおりであります。

受注工事高及び完成工事高の状況

(1）受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

項目 工事種別
期首繰越
工事高
（百万円）

期中受注
工事高
（百万円）

計
（百万円）

期中完成
工事高
（百万円）

　
　

期末繰越
工事高
（百万円）

 

前第１四半期会計期間

自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

電気工事 9,577 6,242 15,820 4,480 11,339

空調工事 51,051 16,371 67,422 13,070 54,351

水道衛生工事 23,030 5,289 28,320 5,608 22,711

計 83,659 27,904111,56323,159 88,403

当第１四半期会計期間

自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日

電気工事 9,598 3,312 12,910 4,316 8,594

空調工事 56,198 17,754 73,953 12,156 61,796

水道衛生工事 17,108 4,400 21,509 4,516 16,992

計 82,906 25,467108,37320,989 87,383

前事業年度

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

電気工事 9,577 21,246 30,823 21,225 9,598

空調工事 51,051 71,728122,77966,580 56,198

水道衛生工事 23,030 21,646 44,677 27,569 17,108

計 83,659114,621198,280115,37482,906

　（注）１　前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注工事高にその

増減額を含んでおります。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２　期末繰越工事高は、（期首繰越工事高+期中受注工事高-期中完成工事高）であります。　

３　上記金額に消費税等は含まれておりません。
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(2）完成工事高

期別 工事種別 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第１四半期会計期間

自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

電気工事 380 4,099 4,480

空調工事 2,373 10,697 13,070

水道衛生工事 1,378 4,230 5,608

計 4,132 19,027 23,159

当第１四半期会計期間

自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日

電気工事 583 3,733 4,316

空調工事 2,694 9,461 12,156

水道衛生工事 1,798 2,717 4,516

計 5,076 15,913 20,989

 （注）１　上記金額に消費税等は含まれておりません。

２　完成工事のうち主なものは次のとおりであります。

前第１四半期会計期間の完成工事のうち請負金額４億円以上の主なもの

㈱竹中工務店 ワンダーシティ上小田井電気・空調設備工事

戸田建設㈱ 丸井新宿三丁目共同ビル新築電気・空調設備工事

国立大学法人秋田大学 秋田大学（医病）病棟新営空調設備工事

神奈川県横浜市 横浜市庁舎耐震補強空調・衛生設備工事

学校法人近畿大学 近畿大学医学部奈良病院医局棟増築・病棟改修空調・衛生設備工事

当第１四半期会計期間の完成工事のうち請負金額５億円以上の主なもの

鹿島建設㈱・㈱熊谷組・

三井住友建設㈱共同企業体

丸の内１丁目地区建替計画空調設備工事

戸田建設㈱ 野村不動産芝大門ビル電気・空調・衛生設備工事

国家公務員共済組合連合会 横須賀共済病院Ｂ棟新築空調設備工事

独立行政法人国立病院機構 独立行政法人国立病院機構西埼玉中央病院病棟等建替整備空調・衛

生設備工事

東京都青梅市 青梅市新庁舎建設空調設備工事

(3）手持工事高（平成22年６月30日現在）

工事種別 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

電気工事 2,827 5,766 8,594

空調工事 19,485 42,311 61,796

水道衛生工事 7,832 9,160 16,992

計 30,145 57,238 87,383

 （注）１　上記金額に消費税等は含まれておりません。

２　手持工事のうち請負金額15億円以上の主なもの

大成建設㈱　　 丸の内２丁目計画（仮称）新築空調設備工事 平成24年４月完成予定

㈱大林組 CAMPUS FOR RESEARCH EXCELLENCE AND　

TECHNOLOGICAL ENTERPRISE (CREATE)電気・機

械設備工事

平成23年７月完成予定

㈱大林組 横田基地庁舎新設空調設備工事 平成23年６月完成予定

法務省 大阪拘置所新営第１期空調・衛生設備工事 平成25年５月完成予定

㈱大林組 独立行政法人国立病院機構横浜医療センター

新築整備等空調・衛生設備工事

平成22年９月完成予定
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績　

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国等における経済の改善により輸出、生産が増加し、景気回

復への基盤が整い始めましたが、内需拡大は進展せず、失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況が続きまし

た。

　建設業界におきましても、企業収益の持ち直しを受け、設備投資に底入れ感があるものの、依然として設備過剰感は

残存し、かつ公共投資も引き続き低調に推移するなど、受注環境は厳しい状況が続きました。

　このような状況のもと、中期経営計画「原点に戻り活力あるダイダンを実現する」に基づき、受注と利益の確保に取

り組んでまいりました結果、当第１四半期連結会計期間における業績は次のとおりとなりました。

　受注工事高は、厳しい受注環境を受け、前年同四半期連結会計期間比2,379百万円減の25,750百万円となりました。

　完成工事高は、受注工事高の減少も影響し、前年同四半期連結会計期間比2,206百万円減の21,114百万円となりまし

た。

　完成工事総利益は、完成工事高の減少等により、前年同四半期連結会計期間比504百万円減の1,782百万円となりまし

た。

　営業損益は、前連結会計年度に実施いたしました情報システム更新に伴うソフトウェア等の減価償却費等の増加に

よって、販売費及び一般管理費が前年同四半期連結会計期間比33百万円増の2,579百万円となったこと及び完成工事

総利益の減少等により、前年同四半期連結会計期間比537百万円損失増の796百万円の営業損失となりました。

　経常損益は、営業外収益として受取配当金78百万円及び受取保険料85百万円等を計上しましたが、営業外費用として

為替差損83百万円を計上したこと及び営業損失の増加により、前年同四半期連結会計期間比583百万円損失増の751百

万円の経常損失となりました。

　四半期純損益は、特別利益として貸倒引当金戻入額70百万円を計上しましたが、特別損失として投資有価証券評価損

344百万円の発生もあり、法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額及び少数株主損失を控除した結果、前年同四半期

連結会計期間比507百万円損失増の684百万円の四半期純損失となりました。

　

　 

　(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・

フローの増加が、投資活動によるキャッシュ・フローの減少及び財務活動によるキャッシュ・フローの減少を上回っ

たことにより、前連結会計年度末に比べ1,364百万円増加し、31,300百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、増加した資金は、2,240百万円（前年同四半期連結会計期間は4,046百万円の資金の増加）とな

りました。主な要因は、売上債権の減少等の資金の増加要因が仕入債務の減少等の資金の減少要因を上回ったこと

によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、支出した資金は、153百万円（前年同四半期連結会計期間は478百万円の資金の支出）となりま

した。主な要因は、その他の支出（ソフトウェアの取得）等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、減少した資金は、651百万円（前年同四半期連結会計期間は2,251百万円の資金の減少）となり

ました。主な要因は、短期及び長期借入金の返済による支出及び配当金の支払い等が、短期及び長期借入れによる

収入を上回ったことによるものです。
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　(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　(4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、80百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成22年８月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 45,963,803 45,963,803

大阪証券取引所

市場第一部

東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株　

計 45,963,803 45,963,803 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　　　

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 45,963 － 4,479 － 4,716

 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,262,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  44,030,000  44,030 －

単元未満株式 普通株式     671,803 －
一単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数            45,963,803 － －

総株主の議決権 － 44,030 －

     （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、2,000株含まれております。

            また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

（自己株式）

ダイダン株式会社

大阪市西区江戸堀

１－９－25
1,262,000 － 1,262,000 2.74

計 － 1,262,000 － 1,262,000 2.74

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 527 515 468

最低（円） 478 428 441

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、当第１四半期連結会計期間（平成22年４

月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により平成22年７月１日をもって有限責任あずさ監査法人となって

おります。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 31,327 29,963

受取手形・完成工事未収入金 36,000 45,697

有価証券 100 100

未成工事支出金 523 464

材料貯蔵品 0 0

繰延税金資産 1,803 1,339

その他 1,031 1,686

貸倒引当金 △54 △75

流動資産合計 70,732 79,177

固定資産

有形固定資産 ※1
 3,436

※1
 3,465

無形固定資産 837 754

投資その他の資産

投資有価証券 6,718 7,578

繰延税金資産 1,452 1,337

前払年金費用 4,910 4,763

その他 3,326 3,382

貸倒引当金 △1,554 △1,585

投資その他の資産合計 14,853 15,475

固定資産合計 19,127 19,695

資産合計 89,859 98,873
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 30,042 36,643

短期借入金 6,694 6,932

未払法人税等 5 799

未成工事受入金 2,534 1,910

賞与引当金 549 －

役員賞与引当金 20 －

完成工事補償引当金 104 42

工事損失引当金 793 825

海外投資損失引当金 8 11

その他 4,746 5,844

流動負債合計 45,499 53,009

固定負債

長期借入金 1,458 1,513

退職給付引当金 1,611 1,675

役員退職慰労引当金 － 610

環境対策引当金 220 220

長期未払金 588 －

その他 0 0

固定負債合計 3,878 4,019

負債合計 49,378 57,028

純資産の部

株主資本

資本金 4,479 4,479

資本剰余金 4,810 4,810

利益剰余金 31,536 32,578

自己株式 △620 △619

株主資本合計 40,205 41,248

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 183 488

為替換算調整勘定 10 26

評価・換算差額等合計 194 515

少数株主持分 81 80

純資産合計 40,481 41,844

負債純資産合計 89,859 98,873
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

完成工事高 23,321 21,114

完成工事原価 21,033 19,331

完成工事総利益 2,287 1,782

販売費及び一般管理費 ※1
 2,546

※1
 2,579

営業損失（△） △259 △796

営業外収益

受取利息 5 4

受取配当金 76 78

受取保険料 3 85

為替差益 43 －

その他 10 9

営業外収益合計 139 178

営業外費用

支払利息 40 39

支払保証料 7 1

為替差損 － 83

その他 0 8

営業外費用合計 48 133

経常損失（△） △167 △751

特別利益

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 29 70

特別利益合計 29 70

特別損失

固定資産売却損 － 0

固定資産除却損 6 0

投資有価証券評価損 － 344

特別損失合計 6 345

税金等調整前四半期純損失（△） △143 △1,025

法人税、住民税及び事業税 26 20

法人税等調整額 7 △358

法人税等合計 33 △338

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △686

少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △1

四半期純損失（△） △177 △684
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △143 △1,025

減価償却費 70 108

貸倒引当金の増減額（△は減少） △23 △51

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

33 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） － △34

受取利息及び受取配当金 △82 △83

支払利息 40 39

投資有価証券評価損益（△は益） － 344

固定資産売却損益（△は益） △0 0

固定資産除却損 6 0

売上債権の増減額（△は増加） 11,323 9,725

未成工事支出金の増減額（△は増加） △407 △58

その他の流動資産の増減額（△は増加） 117 575

仕入債務の増減額（△は減少） △6,949 △6,600

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,210 624

その他の流動負債の増減額（△は減少） △334 △562

その他の固定負債の増減額（△は減少） － △50

小計 4,861 2,950

利息及び配当金の受取額 80 82

利息の支払額 △36 △39

法人税等の支払額 △859 △752

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,046 2,240

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △0 △0

有価証券の売却及び償還による収入 0 0

有形固定資産の取得による支出 △120 △27

有形固定資産の売却による収入 1 0

投資有価証券の取得による支出 △3 △0

投資有価証券の売却及び償還による収入 0 0

貸付けによる支出 △1 －

貸付金の回収による収入 24 2

その他の支出 △397 △140

その他の収入 17 12

投資活動によるキャッシュ・フロー △478 △153
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,110 7,110

短期借入金の返済による支出 △4,310 △7,260

長期借入れによる収入 － 400

長期借入金の返済による支出 △558 △542

自己株式の取得による支出 △1 △1

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △491 △357

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,251 △651

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 △71

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,326 1,364

現金及び現金同等物の期首残高 28,653 29,936

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 29,980

※1
 31,300

EDINET提出書類

ダイダン株式会社(E00194)

四半期報告書

16/23



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
 
 

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これによる影響はありません。 

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示しております。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）　

　前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「退職給付及び役員退職慰労引当金

の増減額（△は減少）」に含めて表示しておりました役員退職慰労引当金の増減額及び執行役員に対する退職給付引

当金の増減額は、役員退職慰労金制度及び執行役員退職慰労金制度廃止の意思決定に伴い、当第１四半期連結累計期間

より、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の固定負債の増減額（△は減少）」として表示することと

いたしました。

　なお、前第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「退職給付及び役員退職慰労引当金の

増減額（△は減少）」に含まれる役員退職慰労引当金及び執行役員に対する退職給付引当金の増減額は、19百万円で

あり、当第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の固定負債の増減額（△は減

少）」に含まれる役員退職慰労引当金及び執行役員に対する退職給付引当金の増減額は△50百万円であります。

　

　前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「退職給付及び役員退職慰労引当金

の増減額（△は減少）」に含めて表示しておりました退職給付引当金の増減額は、当第１四半期連結累計期間より、役

員退職慰労引当金の増減額を「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の固定負債の増減額（△は減少）」

として表示することとしたため、「退職給付引当金の増減額（△は減少）」として表示することといたしました。

　なお、前第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「退職給付及び役員退職慰労引当金の

増減額（△は減少）」に含まれる退職給付引当金の増減額は、13百万円であります。　　

　

【簡便な会計処理】

 
 
 

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日）

法人税等並びに繰延税金資産

及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に、経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決算に

おいて使用した将来の業績予測及びタックス・プランニングを利用しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【追加情報】

当第１四半期連結会計期間 
（自　平成22年４月１日 
 至　平成22年６月30日）

（役員退職慰労引当金）

　当社は、平成22年６月29日開催の株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、取締役及び監査役に対する退職慰

労金を打ち切り支給することとし、その支給の時期は取締役および監査役の退任時とすることを決議いたしました。

　これに伴い、当該総会までの期間に対応する役員退職慰労引当金553百万円は、固定負債の「長期未払金」に振替えて

表示しております。

　

（退職給付引当金）

　当社は、平成22年６月29日開催の取締役会において、執行役員退職慰労金制度を廃止し、執行役員に対する退職慰労金

を打ち切り支給することとし、その支給の時期は執行役員の退任時とすることを決議いたしました。 

　これに伴い、当該取締役会までの期間に対応する執行役員退職慰労引当金35百万円は、固定負債の「長期未払金」に

振替えて表示しております。

　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,467百万円であ

ります。

　

  ２　偶発債務 

　　　下記の連結子会社への出資先に対し、当該出資額につい

て損失保証を行っております。   

　　　DAI-DAN（THAILAND）CO., LTD.  13百万円　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,427百万円であ

ります。

　　

　２　偶発債務

　　　下記の連結子会社への出資先に対し、当該出資額につい

て損失保証を行っております。   

　　　DAI-DAN（THAILAND）CO., LTD.  14百万円　

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

※１　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

役員報酬 115百万円

従業員給料手当 951 

法定福利費 95 

退職給付費用 147 

役員退職慰労引当金繰入額 15 

通信交通費 234 

電算費 104 

地代家賃 219 

減価償却費 70 

　

役員報酬 123百万円

従業員給料手当 915 

法定福利費 101 

退職給付費用 142 

役員退職慰労引当金繰入額 20 

通信交通費 239 

電算費 138 

地代家賃 225 

減価償却費 108 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

※　  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 30,007百万円

預入期間が３か月を超える定

期預金
△27 

現金及び現金同等物 29,980 

現金及び預金勘定 31,327百万円

預入期間が３か月を超える定

期預金
△27 

現金及び現金同等物 31,300 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 45,963千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,264千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 357 8.00平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金　

　５．株主資本の金額の著しい変動

　利益剰余金の主な減少要因は、平成22年６月に利益剰余金からの配当357百万円（配当に関する事項参照）を

行ったことであります。

　 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　当社グループは、設備工事業を営んでおり、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

 

【所在地別セグメント情報】

  前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

【セグメント情報】

  当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　当社グループは、設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。　　

（金融商品関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　

　受取手形・完成工事未収入金の四半期連結貸借対照表計上額36,000百万円は、企業集団の事業の運営において重

要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるものの、適時に時価を算定
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することが困難なため、四半期連結貸借対照表日における時価及び当該四半期連結貸借対照表計上額と当該時価

との差額並びに当該時価の算定方法の記載は行っておりません。

　

（資産除去債務関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）　

　当社は、不動産賃貸借契約により事務所を使用する一部の本社及び支店等について、事業終了時または退去時に

おける原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のとこ

ろ移転等も予定されていないことから資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 903.82円 １株当たり純資産額 934.29円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △3.97円 １株当たり四半期純損失金額（△） △15.32円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 　 　

四半期純損失（△）（百万円） △177 △684

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △177 △684

期中平均株式数（千株） 44,710 44,700

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月７日

ダイダン株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐野　裕　  　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 草野　和彦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイダン株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイダン株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月６日

ダイダン株式会社

取締役会　御中

有限責任あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐野　裕　  　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 草野　和彦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイダン株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイダン株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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